
施　策
予定事業費

H19 H20 H21 3か年計
総合戦略分野
　環境共生　国際化　安心安全　人づくり
　参加と協働　行財政運営

12,860 11,755 10,795 35,410

コミュニティ分野
　地域コミュニティ　分野コミュニティ　
　自主防災　地域防犯　交通安全　男女共同参画

278 275 266 819

福祉分野
　健康づくり　医療　地域福祉　児童福祉
　障害者福祉　高齢者福祉　社会保障

20,276 16,569 16,697 53,542

産業経済分野
　農業　水産業　工業　商業　観光　労働対策　
　消費対策

3,557 2,165 2,008 7,730

都市環境分野
　交通基盤　港湾　河川・排水路　海岸　市街地
　集落地域　居住環境　上下水道　環境保全
　衛生対策　資源循環　自然環境　緑と景観

12,489 11,400 11,262 35,151

教育文化分野
　学校教育　生涯学習　スポーツ　芸術文化
　文化財

3,753 2,892 2,031 8,676

合　計 53,213 45,056 43,059 141,328
※金額は、一般会計と特別会計の予定事業費の合計です。

【単位：百万円】
　３か年に実施する事業の施策体系別の予定事業費を示します。対象となる事業は、平成19年
度1000万円以上または３か年合計が3000万円以上となる全ての事務事業です。

■中期財政計画
　第１期実施計画の基礎となる3か年の財政計画（一般会計の歳入歳出および主要財政指標の見込み）です。

財政指標見込 H18 H19 H20 H21
基金残高（財政調整基金） 3,006 2,712 2,919 2,626
地方債残高（下水道関連、水道関連の残高を含む） 28,489 27,808 26,224 23,845
経営収支比率 72.4% 78.4% 79.6% 80.8%

【単位：百万円】《主要財政指標》

《歳入》 《歳出》
　法人市民税の減少により地方税が、三位一体の改革に
より地方交付税・国庫支出金が減少します。また、新規の
借入抑制により、地方債も大幅に減少する見込みです。

　義務的経費は扶助費が増加するものの、全体としては
徐々に減少します。その他経費はほぼ同額で推移し、投資
的経費は大きく減少する見込みです。

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

■地方債

■国庫支出金・
　県支出金

■地方交付税

■地方譲与税・
　各種交付金

■繰入金・繰越金

■財産収入・
　諸収入ほか

■使用料・手数料

■地方税
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■普通建設事業費

■他会計繰出金

■補助費・積立・
　出資など

■物件費・
　維持補修費

■公債費

■扶助費

■人件費
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❖義務的経費
　［人件費］
　職員の給与や退職
金など

　［扶助費］
　生活困窮者や高齢
者、児童、心身障害
者などの支援施策
に要する経費

　［公債費］
　地方債など借入金
の元利償還金

❖その他経費
　［物件費］
　旅費、需用費、役務
費、備品購入費、委
託料など

　［維持補修費］
　公共施設などの維
持に要する経費

　［補助費］
　各種団体への補助
金、負担金など

　［他会計繰出金］
　国民健康保険や老
人保健医療、介護
保険、公共下水道
事業特別会計など
への繰出金

❖投資的経費
　［普通建設事業費］
　道路、橋りょう、学
校、公園など各種
社会資本の新増設
事業に要する経費

施策別の経費予算額

用語解説
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